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ロボアドバイザーの市場規模が拡大予
想 
資産運用業界でのポジションはどうな
る？ 

 

日本能率協会総合研究所は、投資一任型の資

産運用ロボットアドバイザー（ロボアド）市場

が2020年度までに約110万口座、2023年度には約

260万口座へ達するとの推計結果を発表した。市

場規模拡大の理由として、最低投資金額の引き

下げやネット銀行・証券との連携など利便性の

向上、年金制度への不安などによる若年層の資

産運用への関心の高まり、TVCMなどのプロモー

ション展開による認知の広がりと利用者の増加

が挙げられている。 

昨今は、社会保障への不安だけでなく、低金

利政策で預貯金による資産形成が期待できず、

資産運用に向かわざるを得ない「貯金から投資」

の時代。それゆえに資産運用商品が乱立し、投

資初心者が適切なものを見つけるのは困難。そ

んな中、投資対象の選定や資金配分、売買まで

すべて自動である投資一任型ロボアドの需要が

増えるのは必然だ。しかし、推計どおり市場が

260万口座に到達しても、資産運用の市場全体か

ら見ればまだまだ規模は小さい。ネット証券最

大手のSBI証券の総合口座数は約463万。単純比

較はできないが、投資一任型ロボアドの全体利

用者数はその6割にも満たないうえ、サービスの

性質上、投資金額の大幅拡大も望めない。 

とはいえ、個人金融資産の5割以上が現預金で

あることを踏まえると伸びしろは十分。成長の

カギは投資初心者の動向であり、その関心を集

める材料をいかに提示するかが重要だ。とりわ

け、手数料収入アップのためロボアドの導入を

進めている地域金融機関の底力が問われること

になりそうだ。 

 

ふるさと納税、寄附額は過去最高 
控除額は1.33倍の約3265億円に 

 

ふるさと納税は、寄附者が多く住む自治体ほど

減収額が大きくなるわけだが、総務省が公表した

「ふるさと納税に関する現況調査」では、2019年

度課税における住民税控除額が前年度の約1.33

倍にのぼることが明らかになった。 

 調査は、昨年１月から12月までの１年間に行

われたふるさと納税について、2019年度課税で控

除対象となる額や寄附者数をとりまとめたもの。 

ふるさと納税の寄附額は前年度の約3653億円

から約5127億円へと約1.4倍に増え、過去最高を

更新した。増加は６年連続。控除額は同約2448億

円から約3265億円へと約1.33倍に、寄附者数は同

約296万人から約395万人へと約1.34倍になり、い

ずれも大きな伸びを示している。 

 ふるさと納税に係る控除の適用状況を都道

府県別にみると、「東京都」が断然トップ。東

京都の住民の寄附者数は約84万人でそのふるさ

と納税額（寄附金額）約1241億円に対し控除額

は約868億円にのぼる。次いで、「神奈川県」が

寄附者数約42万人でふるさと納税額約473億円、

控除額は約342億円、「大阪府」が寄附者数約37

万人でふるさと納税額約389億円、控除額は約

282億円と続いており、 

大都市部から地方部への税流出という傾向が

裏付けられるものとなっている。 

都市部の住民が地方に寄附すると地方財政は

潤うが、一方で本来徴収できたはずの住民税が

減る都市財政は苦しくなり不満が高まってい

る。 

 


